
部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

健康福祉部 災害救助事業費 災害医療救助対策事業
費 5,637 ▲ 1,908 大規模災害時等における災害救助法の適用、災害弔慰金の支給、災害援護資金の貸付、備蓄毛布の供

給等を行い、災害時の総合的な対策を図る。
防災・減災対策を進
める体制づくり

健康福祉部 災害救助事業費 災害医療体制強化推進
事業費 280,774 6,027

大規模災害発生時の医療体制の充実強化を図るため、地域の拠点となる医療施設の耐震整備、災害時
に適切に対応できる医療従事者の育成、災害時に医療活動の拠点となる災害拠点病院等の取組支援、
地域の関係機関が連携した災害医療体制の構築等に取り組みます。

防災・減災対策を進
める体制づくり

健康福祉部 災害救助事業費 医療施設耐震化臨時特
例基金積立金 519 0 国から交付された医療施設耐震化臨時特例交付金を活用して造成した医療施設耐震化臨時特例基金に

ついて、運用によって発生した利子を基金に積み立てます。
防災・減災対策を進
める体制づくり

健康福祉部 社会福祉統計費 社会福祉統計事務費 6,251 0

１厚生労働統計調査（社会福祉関係）に要する経費
１）福祉行政報告例 ２）国民生活基礎調査 ３）社会福祉施設等調査 ４）介護サービス施設・事業所調査
５）地域児童福祉事業等調査 ６）社会保障制度企画調査
２厚生労働統計調査（社会福祉関係）に要する市町交付金

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 特定健康診査等
事業費 特定健康診査等事業費 309,052 308,052

高齢者の医療の確保に関する法律により生活習慣病の予防を目的として保険者に義務付けられた特定
健康診査、特定保健指導について、国民健康保険法に基づき市町国保及び国保組合が実施するのに要
する費用の一部を負担します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 障がい児（者）医
療対策費 障がい者医療費補助金 2,161,847 2,161,847 障がい者の保健の向上と福祉の増進を図ることを目的とし、障がい者医療費助成制度を実施する市町に

対して補助します。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費 老人保健医療費県負担
金 1 1 老後における健康の保持と適切な医療の確保により国民保健の向上及び老人福祉の増進を図ることを目

的とし、老人保健法第50条の規定により、その医療費を公費で負担します。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費 後期高齢者医療対策事
務費 302 302 後期高齢者医療制度が適切に実施されるよう、後期高齢者医療広域連合や市町に対し技術的助言を行

います。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費 後期高齢者医療費県負
担金 15,202,686 15,202,686 高齢期における適切な医療の確保を図るため、後期高齢者医療広域連合が支弁する医療費の一部を公

費で負担し、国民保健の向上及び高齢者の福祉の増進を図ります。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費 後期高齢者医療高額医
療費支援県負担金 688,829 688,829 高額な医療費の発生による後期高齢者医療広域連合の財政リスクの緩和を図るため、レセプト１件当たり

８０万円を超える医療費の部分について、国及び県が１／４ずつ負担します。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費 後期高齢者医療保険基
盤安定制度県負担金 3,298,426 3,298,426

高齢期における適切な医療の確保を図るため、低所得者等の保険料軽減分を公費で負担します。
 ①低所得者の被保険者均等割額を減額した額
 ②被用者保険の被扶養者であった被保険者の被保険者均等割額を減額した額
 ③非自発的失業者に対する保険料減額分

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 老人医療対策費 後期高齢者医療財政安
定化基金積立金 236,846 78,326

保険者（後期高齢者医療広域連合）の後期高齢者医療制度財政の安定化を図り、その一般会計からの繰
入を回避できるよう、予定した保険料収納率を下回って生じた保険料不足や、給付費の見込み誤り等に起
因する財政不足について、資金の貸付、交付を行うために財政安定化基金を積み立てます。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 国民健康保険行
政事務費

高額医療費共同事業負
担金 1,018,755 1,018,755

高額な医療給付の発生による市町国保の財政運営の不安定性を緩和することを目的として、各市町保険
者からの拠出金を基に国民健康保険団体連合会が実施する高額医療費共同事業に対し、県が助成する
ことにより共同事業の充実・強化を図ります。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 国民健康保険行
政事務費

国民健康保険保険基盤
安定負担金 5,355,010 5,355,010

国民健康保険は構造的に保険料（税）の軽減対象となる低所得者の割合が高いため、他の被保険者の保
険料（税）の負担が相対的に重いものとなります。このため、低所得者に対する保険料（税）の軽減分相当
額を公費で補填することにより、市町国民健康保険財政の基盤の安定化を図ります。 また、保険料（税）
の軽減対象となった被保険者数に応じて平均保険料（税）の一定割合を公費で補填することにより、市町
保険者を支援し、中間所得者層を中心に保険料（税）負担を軽減します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 国民健康保険行
政事務費

国民健康保険調整交付
金 8,458,164 8,458,164

国民健康保険事業の財政は、定率の国庫負担等のほかは保険料をその財源としてこれを賄うのが原則
ですが、市町の産業構造、住民の所得、家族構成等により被保険者の保険料負担能力には、市町間にお
いて格差が存在しています。このような定率の国庫負担等のみでは解消できない市町間の財政調整をす
るために、調整交付金を交付します。

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 国民健康保険行
政事務費

国民健康保険指導事務
費 39,479 9,775

保険者及び保険医療機関に対し、国保事業の事務指導等を行います。 ・国民健康保険事業の健全な運
営を図るため、医療費の分析や調査等の実施 ・社会保険医療担当者への診療報酬請求に係る集団指導
による、保険診療の質的向上及び適正化 ・三重県国民健康保険保険財政自立支援事業 等

地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 国民健康保険行
政事務費

国民健康保険財政安定
化基金積立金 800,194 0 国民健康保険財政の安定化のために、改正後の国民健康保険法に基づき県が設置する基金であり、平

成３０年度からの運用開始に向けて、「国民健康保険財政安定化基金積立金」を積み増します。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 保険者育成指導
費

国民健康保険団体連合
会事業費 3,635 3,635 県内各保険者の事業状況報告書の集計・確認及び関係資料の作成に関する業務を委託することで、国民

健康保険事務の効率化・円滑化を図ります。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 福祉医療対策費 福祉医療費助成制度推
進交付金 48,423 0 障がい者、子ども、一人親家庭等に係る医療費助成事業を円滑に推進するため、医師会等に対して推進

交付金を交付します。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 子ども医療対策
費 子ども医療費補助金 2,224,357 124,357 子どもに必要な医療を安心して受けさせられるよう、市町が行う小学校６年生までの医療費を助成する事

業に要する経費について補助を行います。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 みえこども家庭
健康センター事

小児夜間医療・健康電話
相談事業費 15,986 0 小児夜間医療・健康電話相談（みえ子ども医療ダイヤル）を設置し、深夜帯を含め夜間の子どもの病気・

薬・事故に関する相談に医療関係の専門職員が対応します。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 母子医療対策費 一人親家庭等医療費補
助金 435,891 235,891 一人親家庭及び父母のない児童を扶養している家庭の保健の向上と福祉の増進を図ることを目的とし、

一人親家庭等医療費助成制度を実施する市町に対して補助します。
地域医療提供体制
の確保

健康福祉部 福祉人材確保対
策費

福祉人材センター運営事
業費 36,131 2,565 福祉人材センターに福祉・介護現場に関する求人・求職情報を集約し、無料職業紹介や福祉職場説明会

の実施など、福祉・介護職場での就労を希望する人への相談・支援を行う。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 福祉人材確保対
策費

介護福祉士等修学資金
貸付事業費 65 ▲ 64 介護福祉士等修学資金貸付事業の前年度精算による国庫返還金を行う。 介護の基盤整備と人

材の育成・確保

健康福祉部 福祉人材確保対
策費

福祉・介護人材確保対策
事業費 56,164 8,804

若者や離職者等に対する介護職員初任者研修の実施と就労支援、学生等に対する福祉・介護の魅力発
信、小規模事業所等に対する人材確保と定着のための支援、潜在的有資格者の介護職場への再就業促
進、シニア世代の介護職場への就労支援などを行う。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 福祉人材確保対
策費

外国人介護福祉士候補
者受入施設学習支援事
業費

1,335 0
経済連携協定（EPA）に基づき入国する外国人介護福祉 士候補者が、円滑に国家資格を取得し、日本で
就労できるよう、受入施設の研修支援体制の充実と外国人介護福祉士候補者の日本語能力等学習全般
の向上を図る。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 福祉人材確保対
策費

三重県介護従事者確保
事業費補助金 36,000 0 地域医療介護総合確保基金を活用し、介護従事者確保のため、参入促進、資質向上、または、労働環

境・処遇の改善に取り組む市町や介護関係団体等を支援する。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費 介護給付費県負担金 20,605,431 20,605,431 要介護者に対する介護給付及び要支援者に対する予防給付に要する費用の１２．５％（施設給付につい

ては１７．５％）を県が負担する。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

介護保険財政安定化基
金積立金 36,762 0

介護保険制度が安定的に運営されるよう、給付金の予想を上回る伸びや、通常の努力を行ってもなお生
じる保険料未納による保険財政の赤字について、資金の貸付、交付を行うため、財政安定化基金を設置
します。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

介護保険財政安定化基
金貸付・交付金 10,000 0

介護保険制度が安定的に運用されるよう、給付金の予想を上回る伸びや、通常の努力を行ってもなお生
じる保険料未納による保険財政の赤字について、財政安定化基金を設置し、資金の貸付・交付を行いま
す。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

ホームヘルプ等利用者負
担軽減事業費補助金 3,905 1,301

低所得者及び障がい者のホームヘルプサービス等にかかる利用者負担額の一部を補助することにより、
低所得者等の負担を軽減するとともに、介護保険制度の円滑な施行を図る。
（ア）障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業
（イ）社会福祉法人等による生計困難者に対する介護保険サービスに係る利用者負担軽減制度事業
（ウ）離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置事業
（エ）中山間地域における加算に係る利用者負担額軽減措置事業

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費 介護保険制度施行経費 5,470 5,282

介護認定等の不服審査請求を審理する介護保険審査会の設置、市町等（保険者）への巡回ヒアリング等
の実施などにより、介護保険制度の適正な運営が図られるように支援する。
（１）介護保険審査会（人件費分）
（２）介護保険審査会（事務費分）
（３）保険者指導事業
（４）介護給付適正化推進事業

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

介護支援専門員資質向
上事業費 26,980 ▲ 7,397 介護支援専門員の資質向上研修及び更新研修を実施するとともに資格の管理を行う。 介護の基盤整備と人

材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

認定調査員等研修事業
費 3,833 1,920 介護保険制度の根幹業務である要介護認定業務等、重要な任務に係る認定調査員、認定審査会委員、

主治医の研修を行い、資質の向上を図る。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

介護保険サービス事業
者・施設指定事業費 5,960 0

・介護保険を円滑に遂行するため、指定居宅サービス事業 者・指定居宅介護支援事業者・介護保険施
設の指定、指 導等を行う。
・行政と介護保険サービス事業者が協議のうえ、介護サービスのあり方等について、各年度の重要なテー
マや課題 を設定して研修を行う。
・介護サービス事業者からの相談の対応や事業者情報の整備を迅速に進めるため、電話相談受付等や
事業者情報の電子登録を行う。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

介護サービス苦情処理
業務補助金 4,175 0

介護保険の指定事業者等から提供されるサービスについて、利用者やその家族からの苦情等の相談は
介護保険法で各都道府県の国民健康保険団体連合会が行うこととされている。この苦情処理業務の運営
経費について、三重県国民健康保険団体連合会に対して補助する。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

介護施設等職員研修事
業費 1,040 45 たんの吸引等が必要な者に対して、必要なケアをより安全に提供する必要があることから、介護職員等に

知識・技能を修得させる指導者養成研修を行う。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

介護サービス情報の公
表推進事業費 3,290 1,386

利用者が自ら介護サービスを選択できる仕組みづくりを進めるため、介護保険事業者等を対象にした「介
護サービス情報の公表」制度の運営や地域密着型サービス事業所の外部評価を実施するための調査員
を養成します。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費 地域支援事業県交付金 668,697 668,697 地域支援事業の介護予防事業に要する費用の１２．５ ％、包括的支援事業及び任意事業に要する費用

の１９．５％を県が負担する。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

健康福祉部 介護保険制度実
施関係事業費

介護保険料軽減県負担
金 70,000 70,000

今後の更なる高齢化に伴い、介護費用の増加と保険料負担水準の上昇が避けられない中で、制度を持
続可能なものとするために、低所得者の保険料軽減の強化が行われ、それに要する費用の４分の１を都
道府県が負担する。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護基盤整備関
係事業費

高齢者福祉施設整備費
利子補給補助金 1,114 0 軽費老人ホームに対して、独立行政法人福祉医療機構から借り入れた資金の利子の一部を補助し、安定

した運営を図る。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護基盤整備関
係事業費

介護サービス基盤整備
補助金 921,866 866 施設サービスを必要とする高齢者が、できるだけ円滑に入所できるよう、特別養護老人ホーム等の整備に

支援を行う。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護基盤整備関
係事業費

地域医療介護総合確保
基金積立金（介護） 1,123,628 374,543

「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」が平成２６年６月に改正され、医療及
び介護の総合的な確保のための事業に関する経費のうち介護分の経費を支弁するための基金を県に設
置するものです。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護基盤整備関
係事業費

介護サービス施設・設備
整備推進事業費 1,098,988 0 高齢者が住み慣れた地域で必要なサービスが受けられるよう、地域密着型サービス施設の整備等を支援

します。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 介護基盤整備関
係事業費

介護職員勤務環境改善
事業費 13,800 0

介護従事者の身体的な負担の軽減や業務の効率化など、介護従事者が継続して就労できるような環境
整備を図るための経費や、働きながら子育てのできる環境整備をすすめるため、介護事業所における保
育施設等の運営の支援を行います。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 高齢者在宅生活
支援事業費

軽費老人ホーム運営費
補助金 986,333 986,333 軽費老人ホーム（Ａ型・ケアハウス）の運営に必要なサービスの提供に要する費用に対して、補助する。 介護の基盤整備と人

材の育成・確保

健康福祉部 高齢者在宅生活
支援事業費

地域包括ケア推進・支援
事業費 5,138 1,137

高齢者が住みなれた地域で元気に暮らせるよう地域包括ケアシステムの構築をめざし、地域包括支援セ
ンター職員の資質向上に向けた研修会や地域ケア会議を開催し、地域包括支援センターの機能強化を支
援します。
また、市町等が行う介護予防の取組の効果的な展開に向け支援します。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 高齢者在宅生活
支援事業費

認知症ケア医療介護連
携事業費 41,442 12,936 認知症高齢者の支援体制づくりのため、認知症サポート医の養成や認知症初期集中支援チームの設置

等に向けた研修を実施するとともに、認知症疾患医療センターの運営費を補助します。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 高齢者在宅生活
支援事業費

医療介護総合確保提案
支援事業費 15,000 0

少子高齢化の進展に伴い要介護認定者や認知症高齢者の増加が見込まれる中、高齢者の多様なニーズ
に応えるために、認知症地域支援推進員や生活支援コーディネーター等多様な人材を育成する行政、事
業団体、職能団体等に対して支援を行います。

介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 高齢者在宅生活
支援事業費

認知症地域生活安心サ
ポート事業費 9,612 3,807 認知症サポーターの養成や認知症コールセンター、若年性認知症支援コーディネーターを設置するととも

に、高齢者虐待防止法に基づき、高齢者権利擁護のための研修を実施します。
介護の基盤整備と人
材の育成・確保

健康福祉部 社会福祉関係総
務費

費用徴収事務適正化対
策特別事業費 2,375 2,375 健康福祉部が所管する収入の未収金について、未収債権管理徴収事務嘱託員及び関係地域機関の職

員による文書や電話等による督促、自宅等への訪問を行い、未収金の回収を行う。
障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者地域生
活支援事業費 障がい福祉総務費 5,830 4,734

・障がい者に関する施策を総合的に推進するため、障害者基本法に基づく三重県障害者施策推進協議会
および圏域自立支援連絡協議会を開催するとともに、精神保健福祉の向上を図るため、三重県精神保健
福祉審議会を開催します。
・障害者総合支援法及び児童福祉法に基づく「三重県障害者介護給付費等及び障害児通所給付費等不
服審査会」を開催します。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者地域生
活支援事業費 障害者手帳交付事務費 4,334 2,534 身体障害者手帳、療育手帳の交付を行います。 障がい者の自立と共

生

健康福祉部 障がい者地域生
活支援事業費

障がい者相談支援体制
強化事業費 159,696 1,794

障害保健福祉圏域毎に設置している総合相談支援センターにおいて、障がい児（者）や家族の地域生活
を支援するとともに、県内全域を対象とした自閉症・発達障がい、高次脳機能障がい、重症心身障がい等
専門性の高い相談事業を行います。また、市町・事業所等の支援機能の強化を図るため、新たに発達障
害者支援センターに「発達障害者地域支援マネジャー」を配置します。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者地域生
活支援事業費 人材育成支援事業費 12,684 5,712 障がい福祉サービス又は相談支援が円滑に実施されるよう、サービス等を提供する者や、これらの者に

対し必要な指導を行う者への研修を実施することにより、サービス等の質の向上を図ります。
障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者地域生
活支援事業費

市町地域生活支援事業
補助金 294,016 216,102

障がい児（者）の自立した生活を支援するため、障がい者や障がい児の保護者等からの相談支援事業、
手話通訳者の派遣等を行う事業、障がい者等の移動を支援する事業等を市町が実施する場合、または、
社会福祉法人等が行う同事業等に対し市町が補助した場合、その経費の一部を助成します。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 地域生活移行推
進事業費

障がい者の地域移行受
け皿整備事業費 305,549 0

障がい者の地域移行を進めるため、グループホームや日中活動の場の整備等に取り組みます。また、福
祉型障害児入所施設にコーディネーターを配置するなど、加齢児の地域移行を進めます。さらに重度障が
い者等が円滑に地域移行できるよう、生活支援を行います。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 地域生活移行推
進事業費

医療的ケアが必要な障
がい児・者の受け皿整備
事業費

11,984 2,728
医療的ケアの必要な障がい児・者及びその家族が地域で安心して暮らしていけるよう、関係する分野との
連携による途切れのない支援等が可能となる体制を整備するとともに、地域の受け皿を拡充することによ
り、地域における支援体制の構築を図ります。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 地域生活移行推
進事業費

地域生活移行推進強化
事業費 1,500 0 障がい福祉施設の入所者等の地域生活への移行と地域生活の定着を促進します。 障がい者の自立と共

生

健康福祉部 障害者介護給付
事業費

障害者介護給付費負担
金 6,656,823 6,598,588

障がい児・者一人ひとりのニーズに応じた障がい福祉サービス（居宅介護等事業、療養介護、生活介護、
短期入所、施設入所支援、就労移行支援、就労継続支援及び共同生活援助等）に係る給付その他の支
援を行うことにより、障がい児（者）が地域で安心して暮らせる社会の実現を目指します。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障害者介護給付
事業費 更生医療費負担金 377,870 377,870

障がいの程度の軽減、除去あるいは進行の防止に必要な医療を給付することにより、身体障がい者の職
業能力の増進・日常生活の便宜を図ることを目的とします。また、療養介護医療にて、障がい程度の軽
減、進行の防止に必要な医療を給付することにより、重症心身障害者や筋萎縮性側索硬化症患者等の医
療的ケアを行うことを目的とします。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障害者介護給付
事業費

障がい者補装具給付費
負担金 81,246 81,246 身体障がい児（者）、難病患者等に対して補装具を給付し、社会生活の活動制限を解消するとともに、地

域での自立及び社会参加を支援します。
障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者就労支
援事業費

障がい者就労支援事業
費 36,392 3,440

障がい者の就労支援を進めるため以下の事業を実施する。
①施設を退所後、一般就労し、入所していた施設の支援を希望する者に対して支援を行うことで就労の定
着化を図ります。
②県庁舎内で精神障がい者、知的障がい者の職場実習を行うことで、行政機関における就労の可能性を
探るとともに、県職員の障がい者に対する理解の促進を図ります。
③福祉事業所における障がい者の工賃アップに資するため、経営コンサルタントの派遣や複数の事業所
で共同して受注、品質管理を行う共同受注窓口の設置運営を行います。また、障がいのある人もない人も
「ともに働く」社会的事業所の創業支援に係る補助を行います。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者所得保
障事業費

特別障害者手当給付事
業費 78,975 19,786

日常生活において常時介護を要する状態にある重度障がい児（者）に対し、精神的、物質的な特別の負担
の軽減の一助として、特別障害者手当等を支給することにより、福祉の向上を図る。
特別障害者手当・・在宅で常時特別の介護を要する20歳以上の者
障害児福祉手当・・在宅で常時特別の介護を要する20歳未満の者
経過的福祉手当・・従来の福祉手当受給者で特別障害者手当支給要件に該当しない者

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者所得保
障事業費

心身障害者扶養共済事
業費 340,790 65,384

心身障がい者の保護者が生存中に一定額の掛金を納付することにより、保護者が死亡又は重度障がいと
なったとき、残された障がい者に対して年金を支給し、障がい者の生活の安定と福祉の増進に資する。
採択基準 加入資格 65歳未満の保護者で一定要件 掛金 年齢に応じ5,600円～23,300円 2口まで 年
金額 1口につき（月額） 2万円 弔慰金 加入期間により３～25万円 脱退一時金 加入期間により4.5～
25万円

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者社会活
動推進事業費

障がい者社会参加促進
事業費 19,889 1,763

ノーマライゼーションの理念の実現に向けて、さまざまな障がいのある人が地域の中で生活できるよう、ま
た、生活の質的向上が図れるよう、生活訓練、情報支援、スポーツの振興、普及啓発等の事業を総合的
に実施することにより、障がい者に対する県民の理解を深め、誰もが明るく暮らせる社会づくりを促進しま
す。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者社会活
動推進事業費

視覚障害者支援センター
等運営事業費 74,635 27,484

視覚障がい者の福祉の向上を図るために、
①点字刊行物や録音物の作成、貸出
②点訳、朗読奉仕員の育成指導
③文化レクリエーション活動
④生活相談、生活訓練 などの支援を行う三重県視覚障害者支援センターを運営するとともに、社会福祉
法人が運営する上野点字図書館の運営費に対して補助を行う。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者社会活
動推進事業費

聴覚障害者支援センター
運営事業費 28,630 14,315 聴覚障がい者の自立と社会参加を促進するため、自由なコミュニケーションと情報発信・入手等の情報保

障を総合的に支援する「三重県聴覚障害者支援センター」を運営する。
障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者社会活
動推進事業費

障がい者の持つ県民力
を発揮する事業費 4,090 2,045 社会のあらゆる所・場面に参画することが難しい障がい者が積極的に社会に出て、持っている能力を発揮

できるよう芸術文化の能力を発表する場として「障がい者芸術文化祭」を開催します。
障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい者社会活
動推進事業費

障がい者権利擁護推進
事業費 3,261 2,052 障がいのある人が「自分らしい豊かなくらしをつくる」ことをめざし、人格と個性を尊重しあいながら共生す

る社会を実現するため、その具体的な支援について取り組みます。
障がい者の自立と共
生

健康福祉部
県立障がい児
（者）福祉施設等
事業費

身体障害者総合福祉セ
ンター運営費 155,638 144,458

身体障害者福祉センターＡ型および自立訓練（機能訓練）等を実施する指定障害者支援施設である三重
県身体障害者総合福祉センターを設置・運営することにより、障がい者の地域移行や社会参加を促進しま
す。

障がい者の自立と共
生

健康福祉部
県立障がい児
（者）福祉施設等
事業費

障害者相談支援センター
運営費 27,250 27,231

障害者相談支援センターにて以下の事業を行います。 ・相談判定業務 ・市町に対する専門的な技術的
援助指導等業務 ・巡回相談 ・市町、障害者更生援護施設職員研修 ・身体障害者手帳発行、療育手帳
発行

障がい者の自立と共
生

健康福祉部 障がい児福祉費 障がい児施設支援等事
業費 1,402,611 989,038

１障害児施設医療費等審査手数料
①障害児施設給付費等の支払いに係る事務を国民健康保険団体連合会に委託する。
②措置医療費等の審査及び支払いに係る事務を国民健康保険団体連合会、社会保険診療報酬支払基
金に委託する。
２障害児施設措置費、給付費 障がい児に対する国及び地方公共団体の育成責任に基づき、障がい児に
対し自立を援助し、もって障がい児の福祉の向上を図る。

障がい者の自立と共
生



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

健康福祉部 社会福祉関係総
務費 福祉事務費 53,233 49,999

熊野市に譲渡した福祉休養ホーム瀞流荘の改修等経費に対し財政支援を行います。また健康福祉部（民
生関係）の適切な管理運営を行うとともに、「健康福祉部関係功労者感謝のつどい」の開催や、三重県に
避難している東日本大震災の被災者世帯に対し応急仮設住宅の確保による支援を行います。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 社会福祉関係総
務費 福祉事務所費 19,411 19,402 健康福祉部（福祉事務所）の管理運営に要する経費 支え合いの福祉社会

づくり

健康福祉部 社会福祉審議会
費 社会福祉審議会運営費 4,803 4,803

社会福祉法第7条第1項の規定に基づき、「三重県社会福祉審議会」を設置し、以下の事項を調査審議す
る。
・社会福祉全般に関する調査審議
・身体障がい者福祉に関する調査審議
・民生委員の適格性に関する審査
・児童福祉に関する調査審議

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 社会福祉会館運
営費

社会福祉会館管理運営
費 78,196 73,196 社会福祉会館の維持管理運営に関する委託を行う。 また、会館の維持管理に必要な修繕工事を実施す

る。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 福祉基金積立金 福祉基金積立金 380,033 375,691 高齢者等の保健福祉向上を図るための事業財源に充てるため、基金の積立を行う。 支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 民間福祉団体等
協働事業費

福祉活動指導員設置費
補助金 40,000 0 民間社会福祉活動の育成、充実を図るために、県社会福祉協議会に対して、福祉活動指導員の設置費を

補助する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 民間福祉団体等
協働事業費 民生委員活動費 238,620 238,620 民生委員・児童委員に対して、民生委員活動に伴う実費弁償としての手当を支給する。 支え合いの福祉社会

づくり

健康福祉部 民間福祉団体等
協働事業費

民生委員組織活動費補
助金 25,055 0 民生委員・児童委員で組織する地区民生委員児童委員協議会及び県民生委員児童委員協議会に活動

費等を補助することにより、民生委員・児童委員の組織的な活動を強化し、社会福祉の向上を図る。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 民間福祉団体等
協働事業費 民生委員研修費 1,491 1,192 経済情勢の変化に伴い、複雑多様化する福祉ニーズに的確に対応した民生委員・児童委員の活動を確

保し、その資質の向上を図るために研修を行う。 ・ブロック研修会 ・会長研修会 ・中堅（専門）研修会
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 民間福祉団体等
協働事業費 更生保護事業費補助金 400 0 三重県更生保護事業協会の活動を推進するために、運営費の助成を行うことにより、社会の安定、住民

福祉の向上を図る。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 民間福祉団体等
協働事業費

民生委員一斉改選事務
費 5,009 4,114 ３年に１度の民生委員・児童委員の一斉改選に伴い、市町の推薦にかかる経費への補助や新任委員へ

の研修等を行います。（民生委員・児童委員数 約4,000人）
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部
福祉ボランティア
活動基盤整備事
業費

ボランティアセンター事業
費補助金 4,167 0 ボランティア活動の推進を図るため、県社会福祉協議会が行うボランティア育成、広報啓発等に対し助成

する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 地域福祉活動推
進事業費

地域福祉推進啓発事業
費 9,638 435 ・地域福祉活動を推進、啓発するための活動を行う。

・臨時福祉給付金、年金生活者等支援臨時福祉給付金にかかる事務を行う。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 低所得者等援護
対策費

施設入所児童等援護事
業費 2,150 0

生活保護世帯児童及び施設入所児童等に対し、図書カードを贈ることにより、生活意欲を助長し、生活の
質の向上を図る。 （事業の種類）
・被保護世帯児童支援事業
・施設入所児童等歳末支援事業
・施設入所児童新入学祝支援事業

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 低所得者等援護
対策費

生活福祉資金貸付事業
補助金 4,359 2,180

生活福祉資金貸付事業を実施する県社会福祉協議会に対して、貸付事業に要する事務費及び市町社会
福祉協議会に相談員を設置する経費を補助する。 （生活福祉資金の種類） 生活支援費、住居入居費、
一時生活再建費、福祉費、緊急小口資金、教育支援費、就学支度費等

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 低所得者等援護
対策費

地域生活定着支援事業
費 23,000 0

高齢であり、または傷がいを有することにより、矯正施設から退所した後、自立した生活を営むことが困難
と認められる者に対して、退所後直ちに福祉サービス等を利用できるよう「地域生活定着支援センター」を
設置して必要な支援を行う。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 低所得者等援護
対策費

生活困窮者自立支援事
業費 32,075 7,664 生活困窮者自立支援法に基づき、県所管地域（郡部）において生活困窮者の相談等に適切に応じ、家計

等に関するきめ細かな相談業務や就労準備支援など、早期の自立支援を行う。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 福祉人材確保対
策費

社会福祉施設職員等退
職手当共済事業給付費
補助金

347,940 347,940 社会福祉施設等被共済職員に対する退職手当支給事業を行う独立行政法人福祉医療機構に対して、共
済事業費の一部を助成することにより、社会福祉施設職員等の処遇の向上を図る。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 福祉人材養成事
業費

社会福祉研修センター事
業費補助金 10,158 0 福祉・介護職員の資質向上を図るため、社会福祉研修センターが実施する社会福祉施設職員に対する研

修事業に対して、補助する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部

ＵＤ（ユニバーサ
ルデザイン）のま
ちづくり総合推進
事業費

ＵＤのまちづくり推進事業
費 699 446

だれもが自由に移動し、社会参加できるまちづくりを計画的、総合的に進めるため、三重県ユニバーサル
デザインのまちづくり推進条例に基づき設置するユニバーサルデザインのまちづくり推進協議会などを開
催する。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部

ＵＤ（ユニバーサ
ルデザイン）のま
ちづくり総合推進
事業費

ＵＤのネットワークづくり
推進事業費 922 0 ユニバーサルデザインの「意識づくり」を進めるため、学校出前授業などの取組を通じ、ユニバーサルデザ

インアドバイザー、社会福祉協議会、地域の団体、企業等をつなぐネットワークづくりを推進する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部

ＵＤ（ユニバーサ
ルデザイン）のま
ちづくり総合推進
事業費

三重おもいやり駐車場利
用証制度展開事業費 2,888 1,082

市町や事業者の協力を得て平成24年10月1日から開始し ている「三重おもいやり駐車場利用証制度」に
ついて、さまざまな主体と連携して普及啓発等を進めることにより、身体に障がいのある方や妊産婦、けが
人などで、歩行が困難な方の外出を支援する。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部

ＵＤ（ユニバーサ
ルデザイン）のま
ちづくり総合推進
事業費

ＵＤのまちづくり整備推進
事業費 543 0

誰もが暮らしやすいまちづくりを進めるため、三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例の規定に
基づく手続きにおける指導や、マニュアルの配布等を通じて、当該条例で定める整備基準等の周知、徹底
を図る。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部

ＵＤ（ユニバーサ
ルデザイン）のま
ちづくり総合推進
事業費

地域公共交通バリア解消
促進事業費 89,323 323 高齢者や障がい者等をはじめとするすべての県民が安全で円滑に移動できる暮らしやすいまちづくりをす

すめるため、鉄道事業者が行う駅舎等のバリアフリー化事業に対して補助を行う。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 福祉サービス利
用支援事業費

福祉サービス運営適正
化事業補助金 5,759 2,880

福祉サービス利用援助事業の適正な運営確保と福祉サービスに関する利用者からの苦情の適正な解決
体制を整備するため、県社会福祉協議会に第三者機関として設置されている「運営適正化委員会」の設
置運営経費を助成する。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 福祉サービス利
用支援事業費

日常生活自立支援事業
費 166,084 81,981 判断能力に不安のある認知症高齢者や知的障がい者等が安心して暮らしていけるよう、三重県社会福祉

協議会が行う福祉サービスの利用援助等を支援する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 福祉サービス利
用支援事業費

成年後見制度利用推進
事業費 144 0 判断能力が不十分な高齢者、障がい者等の日常生活を支援するため、「成年後見制度」の利用窓口とな

る市町職員等を対象とした研修会を行う。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 みえ福祉第三者
評価関係事業費

みえ福祉第三者評価推
進事業費 490 0 社会福祉事業の経営者が提供する福祉サービスの質の向上を目的とする「みえ福祉第三者評価制度」の

普及促進を図る。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部
高齢者社会参加
環境づくり事業
費

高齢者健康・生きがいづ
くり支援事業費 19,103 0

高齢者の社会参加活動を促すとともに高齢者の活力を地域に活用するなど、明るい長寿社会づくりを進
めるために、啓発、普及、情報提供、研修などさまざまな事業を展開し、高齢者の生きがいと健康づくりを
推進する。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 高齢者社会参加
環境づくり事業

老人クラブ活動等社会活
動促進事業費補助金 58,158 0 老人クラブ等に助成することにより、老後の生活を豊かなものとするとともに、明るい長寿社会づくりに資

する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 戦傷病者・戦没
者遺族援護事業 戦傷病者援護事業費 82 82 戦傷病者の自立及び福祉の向上を図るため、療養給付審査事業等を行う。 支え合いの福祉社会

づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没
者遺族援護事業
費

援護事業費補助金 3,377 0
戦没者遺族等の団体の慰霊事業に助成し、援護制度を補完する。 三重県遺族会事業補助 ・全国戦没者
追悼式参列及び沖縄「三重の塔」慰霊団 派遣助成 ・政府派遣遺骨収集及び戦跡慰霊巡拝、三重県遺
族会 主催外地戦跡慰霊巡拝助成 ・沖縄「三重の塔」慰霊祭補助

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没
者遺族援護事業
費

戦没者慰霊事業費 1,733 0

戦没者、戦災死没者を追悼し、冥福を祈願する。
１全国戦没者追悼式（国主催）に遺族と共に参列 〔昭和３８年から実施〕
２三重県戦没者追悼式の開催 〔昭和４１年から実施〕
３沖縄「三重の塔」の維持管理委託 ４沖縄「三重の塔」慰霊祭への参列

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没
者遺族援護事業
費

旧軍人関係調査事業費 2,337 1,922
旧軍人軍属の身分の取扱い及び未帰還者の状況調査等に関する事務処理を行う。 １未帰還者の状況
調査 ２国、地方公務員共済組合法による軍歴通算に関す る証明 ３戦争戦没者軍人等の叙勲発令事務
調査 ４旧軍人等恩給の調査、進達

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部
戦傷病者・戦没
者遺族援護事業
費

遺族及び留守家族等援
護事業費 33,549 8,459

戦没者遺族等の援護事務の円滑な実施を図る。
１戦傷病者の療養給付金審査
２障害年金、遺族年金、弔慰金の進達
３戦没者遺族相談員、戦傷病者相談員による援護相談 業務
４戦没者等の遺族に対する特別弔慰金及び各種給付金の 審査裁定

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 戦傷病者・戦没
者遺族援護事業

中国帰国者等定着促進
事業費 562 0 県内に定着した中国帰国者及び同伴家族が自立するための支援を行う。 ・身元引受人制度の実施 ・自

立指導員（自立支援通訳）の派遣 ・巡回健康相談の実施 ・定着促進連絡会議開催
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 指導調査研修費 生活保護法施行事務費 1,522 1,475 生活保護法の適正な実施及び運営が行われるよう県内各福祉事務所及び指定医療機関、指定介護機関
に対して、それぞれ周知、指導を行う。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 生活保護適正化
推進事業費

生活保護適正化推進事
業費 14,942 7,701 生活保護法の適正実施を推進するため、被保護者の状況把握のための各種調査の実施、職員の資質向

上のための研修等の事業を実施する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 生活保護適正化
推進事業費 生活保護システム事業費 7,166 4,175

・生活保護業務の効率化、合理化を図ることを目的に導入されている生活保護システム及びレセプト管理
システムについて、ソフトウェア、ハードウェアの保守、故障時の復旧、及び、毎年実施される生活保護の
基準改定に伴うシステムのプログラム変更を行い、県福祉事務所が生活保護業務を円滑・適正に実施で
きる環境を提供する 。
・マイナンバー制度の施行に伴い、生活保護システムの総合運用テストを実施する。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 行旅死亡人等取
扱費

行旅死亡人等取扱負担
金 1,184 1,184 行旅死亡人等の医療、葬祭等に要した費用について、遺留金品等により弁償されない場合、市町の立替

費用を負担する。
支え合いの福祉社会
づくり



部局名称 事業名称 細事業名称 本年度事業費
（千円）

本年度県費
（千円） 事業概要（目的） 政策体系名称

健康福祉部 監査指導費 社会福祉法人等指導監
査費 1,834 1,764 社会福祉法人の適正な運営、社会福祉施設等による適切なサービス提供の確保に向け、法人や施設等

に対し、指導監査や実地指導等を実施します。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 監査指導費 福祉職員現任訓練費 336 271 生活保護法の施行に関する事務を担当する福祉事務所職員を対象に、業務を遂行するうえで必要な知
識、技能の習得等資質向上を図ることを目的として研修を行う。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 監査指導費 生活保護指導監査費 1,151 289 福祉事務所が行う生活保護法施行事務について、適正に実施されるよう指導監査を実施する。 支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 保護費 生活保護扶助費 1,838,146 457,037 生活に困窮する者に対して、憲法で定められた健康的で文化的な最低限度の生活を保障するため、生活
保護法に基づいて必要な扶助費を給付するとともに、法の目的である被保護者の自立助長を図る。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 保護費 生活保護法第７３条関係
負担金 644,457 644,457 居住地がないか、明らかでない被保護者に対して、各市町が支弁した保護費、保護施設事務費を県が負

担する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 保護費 認定・審査・支払委託料 15,455 15,455

（１）社会保険支払基金への委託 医療扶助の診療報酬、調剤報酬について、明細書の審査および報酬の
支払いを社会保険診療報酬支払基金に委託する。
（２）国保連合会への委託 介護扶助の介護報酬について、明細書の審査および報酬の支払いを国民健康
保険団体連合会に委託する。
（３）要介護認定審査判定等業務委託 介護扶助に係る訪問調査、主治医意見書徴収、要介護認定審査
判定業務を町等に委託する。対象は、介護保険の被保険者以外の者で県福祉事務所が管轄する者の
み。

支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 保護費 中国残留邦人生活支援
費 1,946 506 一定の条件を満たした中国残留邦人に対して、生活の安定を図ることを目的として、中国残留邦人等の円

滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律に基づき生活費等を支給する。
支え合いの福祉社会
づくり

健康福祉部 女性相談所費 女性相談事業費 100,856 52,594 女性相談所の管理運営を行い、ＤＶ被害者からの相談や保護、自立支援、及び売春防止法に基づく保護
更正を行う。また、ＤＶ被害者等の婦人保護施設への入所に関する費用を負担する。

あらゆる分野におけ
る女性活躍の推進

健康福祉部
配偶者暴力相談
支援センター事
業費

ＤＶ対策基本計画推進事
業費 24,009 17,466

「三重県ＤＶ防止及び被害者保護・支援基本計画（第４次改定版）」に基づき、市町や民間団体と連携し
て、被害者相談・保護・自立支援等を行うとともに、相談員や関係者の資質向上のための研修会、ＤＶ防
止の街頭啓発を実施する。

あらゆる分野におけ
る女性活躍の推進

健康福祉部 子どもの育ちの
推進事業費

子どもの育ちの推進事業
費 20,158 3,521

子どもの育ちや子育て家庭を応援する「みえ次世代育成応援ネットワーク」などと連携し、各種イベントの
実施や、ＮＰＯ・団体の取組支援などをはじめとする「みえの子ども応援プロジェクト」を進める。また、子育
て家庭を応援するため、「子育て家庭応援クーポン協賛店舗」への登録を働きかける。

少子化対策を進める
ための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進
事業費 市町少子化対策交付金 6,500 0

市町における少子化対策を推進するため、市町が行う結婚・妊娠・出産・育児に関する支援に対して財政
的支援を行う。また、新たに、低所得者の結婚に伴う新生活のスタートに係る経費を支援する市町を支援
する。

少子化対策を進める
ための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進
事業費

少子化対策県民運動等
推進事業費 4,169 4,169

結婚したい人が結婚でき、子どもを産みたい人が安心して産み育てられる地域社会づくりをめざして、多様
な主体の参画を得ながら、少子化対策推進県民会議を開催するほか、「みえ・たい３（たいキューブ）・ス
イッチ」関連イベントを開催する。

少子化対策を進める
ための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進
事業費

男性の育児参画普及啓
発事業費 4,784 2,392

「みえの育児男子プロジェクト」として、男性の育児参画の普及啓発や男性同士の交流の機会の提供に加
え、イクボスを推進する企業の取組を支援するとともに、親子での自然体験を通じて子育ての魅力を発信
する。

少子化対策を進める
ための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進
事業費 子育て家庭応援事業費 1,975 988 市町と連携し「子育ち・子育てマイスター養成講座」や「孫育て講座」を開催するなど、子育て家庭を応援す

る取組を促進する。
少子化対策を進める
ための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進
事業費

ライフプランアドバイザー
派遣事業費 2,351 1,176 大学生や学卒後の従業員等が、妊娠・出産や性に関する医学的に正しい知識を習得し、自らのライフプラ

ンやキャリアプランを考える機会の提供に取り組む。
少子化対策を進める
ための環境づくり

健康福祉部 子ども・若者対策
事業費 子ども・若者対策事業費 32,312 31,958 子どものネット被害が多いことから、携帯電話等販売店への立入調査等や保護者等への啓発を通して携

帯電話等の青少年のフィルタリングサービス利用の周知等に努める。
少子化対策を進める
ための環境づくり

健康福祉部 県立児童厚生施
設費

みえこどもの城運営事業
費 164,382 135,715 大型児童館を運営することにより、県内児童の健全な育成をすすめる。 また、県内児童館の中核施設とし

て、各種研修や児童館活動の啓発、連絡・調整、支援などの役割を果たすことをめざす。
少子化対策を進める
ための環境づくり

健康福祉部 少子化対策推進
事業費

みえの出逢い支援事業
費 6,925 3,513 「みえ出逢いサポートセンター」における出逢いイベント等の情報提供や、結婚や家族形成に関するポジ

ティブなイメージの情報発信を進め、社会全体で結婚を応援する機運を醸成する。
結婚・妊娠・出産の
支援

健康福祉部 低所得者等援護
対策費

生活困窮家庭の子ども
の学習支援事業費 5,235 2,619 郡部の生活困窮家庭（生活保護受給世帯を含む）の子どもに対し学習支援を行い高校進学率の向上等を

図ることにより、貧困の連鎖の防止を図ります。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 療育環境整備事
業費

三重県立子ども心身発
達医療センター整備事業 7,153,214 118 三重県立子ども心身発達医療センターの開設に向け、建築工事を実施する。併せて、運営面での準備を

進める。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 少子化対策推進
事業費 親の学び応援事業費 4,741 2,371

親同士が子育ての悩みや思いを語り合い、交流する「子育てはっぴぃパパ・ママワーク」を市町と連携して
開催するとともに、企業や団体と連携し、父親等を対象に、子育てに関して家庭においてできることなどを
考える場づくりを促進する。また、県内の幼稚園や保育所等における野外体験保育が充実するよう、普及
啓発のほか事例研究会の開催等を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 特別児童扶養手
当法施行事務費

特別児童扶養手当法施
行事務費 43,154 524 身体又は精神に中度以上の障がいを有する児童で、日常生活において介護を必要とする20歳未満の児

童を家庭で監護している者に対して、特別児童扶養手当を支給する。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 障がい者地域生
活支援事業費

発達障がい児への支援
事業費 10,188 5,077

発達障がい児等に対する重層的な支援体制の構築をめざして、市町における専門人材の育成支援に取り
組むとともに、「ＣＬＭと個別の指導計画」の保育所・認定こども園・幼稚園への導入促進に向けて、大学等
保育士や幼稚園教員の養成施設での研修会の開催等を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部
県立障がい児
（者）福祉施設等
事業費

草の実リハビリテーション
センター運営費 135,942 32,493 四肢・体幹の機能に障がいを有する小児に対する療育を行う草の実リハビリテーションセンターの運営を

行う。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 教育・保育給付事業費 3,049,330 3,049,330 保育所や認定こども園等に対し、市町が支弁する施設型給付費や地域型保育給付費の負担等をすること
により、幼児教育・保育の総合的な提供等を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 安心こども基金保育基盤
整備事業費 848,920 0 国から交付された子育て支援対策臨時特例交付金により造成した三重県安心こども基金を活用し、保育

所等の計画的な整備を行う市町に対し補助を行う。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 保育専門研修事業費 10,022 5,973 多様化・高度化する保育ニーズ等に対応するため、新規採用保育士・保育教諭に対する研修や、保育現
場で求められる専門性の向上に向けた研修等を行うとともに、市町が実施する研修への支援等を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 三重県安心こども基金積
立金 503 0 国から交付された子育て支援対策臨時特例交付金を活用して造成した三重県安心こども基金の利子を積

み立てる。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 子ども・子育て支援事業
支援計画検証等事業費 892 892 三重県子ども・子育て会議を開催し、「三重県子ども・子育て支援事業支援計画」の達成状況の点検や評

価を行う。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育所事業費 保育対策総合支援事業
費 33,390 5,463

潜在保育士の復帰支援や職場環境の改善研修等に取り組む保育士・保育所支援センター事業に加え、
保育士修学資金貸付や潜在保育士就職準備金貸付を行うとともに、障がい児受入のための環境整備や
家庭環境に配慮が必要な児童のための保育士加配等を支援することにより、待機児童の解消や保育基
盤の整備等を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 特別保育事業費 放課後児童対策事業費
補助金 703,149 607,521 放課後児童クラブの運営・施設整備や、ひとり親家庭の利用料への支援を行うとともに、放課後児童クラ

ブ支援員への県認定資格研修等を実施することにより、放課後児童の健全育成に努める。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 特別保育事業費 次世代育成支援特別保
育推進事業補助金 72,440 35,413 待機児童となりやすい低年齢児のための保育士加配や病児・病後児保育の施設整備等を支援することに

より、子育て家庭の多様なニーズに対応した保育サービスを充実する。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 特別保育事業費 地域子ども・子育て支援
事業費 480,667 480,667 すべての子育て家庭および子どもを対象として、地域の実情に応じたさまざまな子ども・子育て支援（地域

子ども・子育て支援）を実施する市町を支援する。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 保育士養成費 保育士登録事務費 3,649 ▲ 530 保育士となる資格を有する者に保育士証を交付するとともに、登録簿に記載し管理を行う。 子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 児童扶養手当事
業費 児童扶養手当事業費 644,876 429,917 父母等の離婚などにより、父又は母と生計を同じくしていない児童を養育しているひとり親家庭等の生活

安定と自立を助け、児童の福祉の増進を図るため児童扶養手当を支給する。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 放課後子ども教
室推進事業費

放課後子ども教室推進
事業費 39,781 19,891 放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所づくりの推進を図るため、放課後子ども教室の設

置や運営の支援を行う。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 児童手当事業費 児童手当事業費 4,469,319 4,469,319 児童手当法に基づき、市町が支給する児童手当について、費用を負担する。 子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 母子・父子自立
支援員設置事業

母子・父子自立支援員設
置事業費 14,664 13,643 母子・父子自立支援員を設置し、母子・父子家庭及び寡婦の相談に応じ、自立に必要な情報提供及び指

導等を行う。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等
対策費

母子・父子福祉センター
運営事業費 13,000 7,509

母子・父子家庭の福祉を増進するため、三重県社会福祉会館に母子・父子福祉センターを設置する。 ま
た、母子家庭等の自立促進を図るため、母子家庭の母・父子家庭の父・寡婦に対し、各種相談事業や就
業支援事業等を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実
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健康福祉部 ひとり親家庭等
対策費

ひとり親家庭等日常生活
支援委託事業費 22,099 0

市町が実施するひとり親家庭に育つ子どもたちの学習をサポートするボランティアによる学習支援に対し、
事業費の一部を補助する。 また、市町が実施するひとり親家庭に家庭生活支援員を派遣するひとり親家
庭日常生活支援事業に対し、事業費の一部を補助する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等
対策費

母子父子寡婦福祉資金
貸付金システム保守委託
事業費

4,900 3,618 母子及び父子並びに寡婦福祉資金の貸付、償還等を管理する母子父子寡婦福祉資金貸付金システムに
係る保守業務を行う。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等
対策費

母子・父子自立支援プロ
グラム事業費 1,650 288

ひとり親家庭の母または父が、指定教育訓練講座を受講する場合や、高等学校卒業程度認定試験のた
めの講座を修了した場合等に受講費用の一部を支給する。 また、継続的な自立・就業支援のため、個別
の支援プログラムを策定する。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等
対策費

母子及び父子並びに寡
婦福祉資金貸付事業特
別会計繰出金

21,860 21,860 母子父子寡婦福祉資金貸付金及び事務費の財源とするため、一般会計から繰出を行う。 子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等
対策費

一人親家庭自立支援事
業費 19,021 0 養成機関に在学し、就職に有利な資格の取得をめざすひとり親家庭の親に対し、高等職業訓練促進給付

金の支給や、入学準備金・就職準備金の貸付を行う。
子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 ひとり親家庭等
対策費

子どもの貧困対策推進
事業費 1,354 0

「三重県子どもの貧困対策計画」に基づき、子どもの貧困対策の推進を図るため、子どもの貧困対策の好
事例の収集や情報共有を行い、県、市町、関係団体等の連携を深め、各地域の実情に応じた多様な支援
体制の整備や機運醸成を図る。

子育て支援と家庭・
幼児教育の充実

健康福祉部 児童措置費 児童保護措置費等負担
金 33,774 31,030 市町福祉事務所が行う「母子保護の実施」及び「助産の実施」に要する費用の一部を負担する。 児童虐待の防止と社

会的養護の推進

健康福祉部 児童措置費 児童入所施設措置費 3,226,327 1,602,644

養育・保護を必要とする児童、経済的理由により助産を必要とする妊産婦、保護を必要とする母子等を児
童福祉施設に措置、または里親に委託した場合、これに要する費用を支弁する。 また、要保護児童の診
療・調剤報酬公費負担分について、明細書の審査および報酬の支払を社会保険診療報酬支払基金およ
び国民健康保険団体連合会に委託する。

児童虐待の防止と社
会的養護の推進

健康福祉部 国児学園費 国児学園運営費 53,044 26,024 生活指導を要する児童を入所させ、家庭に代わって保護し学校教育の場を提供するとともに、個々の児童
の状況に応じて必要な指導を行い、それぞれの児童の自立を支援する。

児童虐待の防止と社
会的養護の推進

健康福祉部 児童虐待防止総
合対策事業費

児童虐待等相談対応力
強化事業費 624 456

子どもを虐待から守る条例に基づき、毎年11月の「子ども虐待防止啓発月間」を中心とした啓発活動を実
施し、県内の児童虐待防止に対する気運の醸成を図る。また、県要保護児童対策協議会において県内の
要保護児童に関係する各機関との、児童虐待対応協力基幹病院連絡会議において小児科を中心とする
医療機関との連携を強化する。

児童虐待の防止と社
会的養護の推進

健康福祉部 児童虐待防止総
合対策事業費

家族再生・自立支援事業
費 2,353 857

入所児童の自立支援や家庭復帰に向け、児童の支援を行う人材の育成を支援するとともに、施設等の退
所者が施設等に帰省した際の経費の補助や安定した生活基盤を確保するための家賃や生活費等の貸付
を行う。

児童虐待の防止と社
会的養護の推進

健康福祉部 児童虐待防止総
合対策事業費

児童虐待法的対応推進
事業費 42,093 31,990

児童相談所の法的対応、介入型支援を強化し、児童虐待に的確に対応するため、アセスメントの適確な
運用を行うとともに、医療現場での児童虐待の早期発見・対応につなげるため、医療従事者を対象とした
研修の充実を図る。

児童虐待の防止と社
会的養護の推進

健康福祉部 児童虐待防止総
合対策事業費

市町児童相談体制支援
推進事業費 4,031 2,030 市町との継続した定期協議を実施し、要保護児童対策地域協議会の運営強化のためのアドバイザー派遣

などを行うとともに、市町職員対象の研修の充実を図る。
児童虐待の防止と社
会的養護の推進

健康福祉部 児童虐待防止総
合対策事業費 家庭的養護推進事業費 92,773 25,725

「三重県家庭的養護推進計画」に基づき、里親制度の普及啓発や里親支援の充実を図り、里親・ファミ
リーホームへの委託を推進するとともに、児童養護施設の小規模グループケア化や地域分散化、児童家
庭支援センターの設置を促進する。

児童虐待の防止と社
会的養護の推進

健康福祉部 児童相談セン
ター費 管理運営費 63,383 58,869 児童相談センター及び児童相談所の管理運営を行う。 児童虐待の防止と社

会的養護の推進

健康福祉部 児童相談セン
ター費 児童一時保護事業費 89,775 51,148

被虐待児童等を児童相談所に併設する一時保護所にて保護し、児童の安全を図るとともに、専門職によ
る心のケアなどを行う。 また、乳幼児や治療を必要とする被虐待児童等に対して、医療機関等への一時
保護委託を実施しケアを行う。

児童虐待の防止と社
会的養護の推進

健康福祉部 障がい者社会活
動推進事業費

障がい者スポーツ推進事
業費 59,552 692

平成33年に本県で開催予定の全国障害者スポーツ大会に向け、準備委員会の設置や基本方針の策定な
どの準備を進めるとともに、出場する選手や支援する指導員、審判員等の養成・強化に取り組みます。ま
た、国内外で活躍する国内選手の練習場として、県内施設を積極的に提供し、県内選手の指導や指導員
等の選手対応経験の蓄積を図りながら、東京オリンピック・パラリンピックのキャンプ地誘致を行います。

地域スポーツと障が
い者スポーツの推進

健康福祉部 給与費 人件費 3,399,018 3,056,231 健康福祉部職員に係る人件費（民生費関係） 人件費

健康福祉部 社会福祉関係総
務費 交際費 362 362 健康福祉部長、医療対策局長及び子ども・家庭局長の交際費 その他


